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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、われわれは家計行動や家計の労働供給行動に関して家計全体ではなく家計の
それぞれの行動を考慮に入れて分析を行った（たとえば親子同居や家族の金銭的、被金銭
的援助について分析を行った。われわれは理論モデルを構築しそれに関して日本のマイク
ロデータを用いて議論した。われわれは家計のメンバーそれぞれの行動について分析する
ことが unitary model よりも重要であることを発見した。 
研究成果の概要（英文）： 
In this research, we analyzed the determinants of household behaviors considerin
g each family member (for example, labor supply, parent-child co-residence, finan
cial assistance and care of parents by their children, etc.). We constructed theore
tical models and discussed derived hypotheses using Japanese micro data. Then, 
we found that it is important to discuss the household model considering each fa
mily members rather than by unitary model. 
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１．研究開始当初の背景 
家族の経済学に関する先駆者は Becker であ
る。Becker (1972) は経済理論が結婚・離婚
行動、親子間の遺産分割行動などの家族問題
および社会問題に関して有益であることを
主張した。このようなトレンドは家族の経済
学の分野での研究を活発にしている。 
・経済学では、家族をあたかも一人の人間で
あると仮定した unitary model が主流であ
り、家族の構成員を明示的に考慮し、研究が
始まったのは 1990 年代に入ってからである。 

・諸外国では、近年、家族構成員を明示的に
扱う論文が多数、存在している（親と複数の
子の同居・介護モデルを扱った Konrad et a
l. (2002 AER), きょうだい構成と女性の学
歴を扱った Butcher, et al. (1994),有責主義
と破綻主義が離婚に与える影響（夫婦間の意
思決定問題）を扱った Friedberg (1998) な
ど）が、こういった先行研究をそのまま応用
することは不可能であるケースも多い。なぜ
ならば、日本特有の家族構造の成り立ち、変
化があることや、それぞれの国について法制



度や教育制度に違いがあるためである。また、
日本に関して家族構造を明示的に考慮した
論文は非常に少なく、諸外国の結果と日本の
結果を比較することも重要な課題となって
くる。 
２．研究の目的 
本研究の目的は、これまで「家計」としてひ
とまとまりにされてきた家族を、本人、配偶
者、親、義理の親、きょうだい、子供、など
からなる集合体として明示的に捉え、経済学
的な観点から理論的および実証的に分析す
ることである。日本の家族はどういった社
会・経済的要因や制度的要因（具体的には社
会的規範・慣習、労働市場制度、家族法制、
社会保障制度など）から影響を受けてきたの
か、また、逆に家族関係の変化がこれらの要
因にどのような影響を与えるのだろうかと
いったことを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
特にまだ経済学において研究蓄積の少ない
きょうだい関係、きょうだいと親との関係、
婚姻関係に着目して家族構造の変化に関す
る実証分析，家族構造の影響に関する実証分
析（労働市場、社会保障、消費・貯蓄）、計
量経済学的手法の開発、家族構造を明示的に
とらえた理論モデルの開発を行った。 
 
４．研究成果 
本研究プロジェクトでは，学術雑誌への掲載
状況が多くでき、生産性の高さが見てとれる。
若林緑、暮石渉氏、坂田圭氏、C.R. McKenzi
e 氏、玉田桂子氏、関田静香氏、菅万理氏は、
海外査読付き雑誌に、梶谷真也氏は、国内査
読付き雑誌に論文を掲載している。また、 
C.R. McKenzie 氏、菅万理氏、関田静香氏、
暮石渉氏、玉田桂子氏は、海外の学会・ワー
クショップで研究発表を行い、海外研究者と
のディスカッションを通して、多くの新たな
知見を得た。これらの活動は、日本独自の慣
習や制度に着目し、諸外国のモデルへと応用
すること、また、そのための知識や手段を提
供・発信する、というわれわれの目的に合致
したものであり、十分にその目的が達成され
ているといえる。国内での情報発信に関して
は、代表者の若林緑氏、吉田恵子氏、C.R. M
cKenzie 氏、菅万理氏、関田静香氏が積極的
に論文発表を行った。 
さらに、研究分担者の坂田圭氏、玉田桂子氏
は、それぞれオーストラリア、アメリカ合衆
国にて在外研究を行い帰国した。在外研究の
間、海外の研究者と密に交流し、ワークショ
ップへ積極的に参加し、その他メンバーへの
フィードバックも欠かさなかった。 
これらの成果は一部のものだがこれだけで
も相当な学術的な成果があったと思われる。 
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